







































ている。ソロウはワイントヮラウプ著の AnAlう＇Proachto the Theory of Income 
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D=(l-sw)lN十（l-s0)(Y-lN)+PlR,l>sa>sw>O (1.1) 
D あるいは，総実質需要一ーを YDとおけば，p 
lN y 
YD= (sa-sw）一一一十（l-s11）一一一十IR (1. 2) p 
で、示されるo らは一定の実質投資すで、ある。
(1. 2）については (1.1）と同じことが該当する。総需要と総供給が不均衡
であるときには， (1. 2）には単純な 1次の調整過程が含まれる。
単純化のために，ソロウとスティグリッツは，モデ、ルで、生産物市場の均衡が
支配することを除けば， (1. 2）で Y=Dとおいて
一－sw lN 1 ＝二三十..＇.＇..！！＇.：..＿一三一十一ァ －JR




であり， N=N（す）， N＇（す）く Oであると仮定するから，実質産出量Yは
労働投入量Nだけの関数




















G M M 何等い、から， ----u-=1一一ーとなり， 1一一ーに等しくならなければならない。
y x x 
ソロウとスティグリッツは価格上昇率を示す動学的価格水準関数を仮定す
る。価格水準の決定式は，
/'. I VD¥ /'. 
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らg（長）吋ピ＞O, 1ミh>O (5) 
で示される。（5）は貨幣賃金率の決定式であるo 貨幣賃金率の変化倍率？は価格







このようにして，このモデ、ルの5個の変数 l,N, P, YD, Y8を決定する完




を与えている。 qは一定であり， q>Oの範囲の値である。労働需要量 NNは，
NN=! NN(Y8), YD>P＇ のとき
! NN(YD), YDくysのとき
に基づいて決定される。
。8) Weintraub, S., op. cit., 1970, p. 147. 






る。ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルは実質賃金率Rl＝ー し）と雇用量Nに関¥ p J 
する次の微分方程式体系
f ( N ¥ (YD ¥1 日－jh)-1F1-h）・g~N8） 一（1-h)・<D ¥Ts) J (8) 
N=q〔NN{min(Y8, YD) }-N〕 (9) 
で示すことができるO この体系は2個の変数R,Nを決定する完結したモデ、ル












「 1 P _r Pネ 1
μ2 = (1-jh)-1R* j (1-j) (g*)'---frs一（1-h)(H＊）’ニモ二ι手了i、，＂ "G _. , 
「 ，（主二並立土－YD*(YB＊）’1l μ1=C1ー jh）ーIR*I(1-h)(H*) j 一一一－ lくOl l s0 R* (Y8＊）リJ
ν2=-qくO
リ手 faN ¥ 
νi=qN亨Jぐys＇勺”＝qぐN*J’くo,Nys=¥ws) 
I R* c- -'" ¥ 
σ2 =q(-f:キ－ ＿：£＿子!f..-1）く（）、J..VYS "G I 
である。
YDくysかつ s0>s0-sw（したがって， sw>O）のとき， N予s>R＊ である
側 Bartmann,H., Zur Theorie der Lohnbildung in makrookonomischen modellen, 


































































長＝（1ー jh)-1R{ (1-j) ・g（長）－←h)・H（菩） ω
N=q〔NN{min(Y8,YD)}-N〕
となるo
／孔T ¥ I VD、
① (1ー j）・glffe) = (1-h) ・Hl手s）のん丸
ド －s N (¥8)' 1 (1-h）・H'j_:_Q_一一-rs一一一－f三笠－ l Sa } (¥8)2 J 一一 μ，
dR - 1 
(1-h) ・g'-b--(1-h) ・H吉弘R μ2 仕団
dN Hーであり，実質賃金率Rが1単位増加したときの雇用量Nの増分一ーはーよLdR μ2 




ino : k<o 
。





付） YD＞γsのとき， 一一くOとなる。すなわち 1dR 


















！／わo N > O で。
。
yo<ys 
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図7-3 図7-4














r ／勺 勺 八＇＝ 0 
ーー －－N=O
J 
。 R 。 .R 















／仁ーし lN . IR ＼ー l ／しーし． IR γl 一一一 ＝lNI·~ 一一一＋一一一l ＝（＿＿！！＿＿ー」L十一一一一l¥. s口 P 1 Sn J ¥ saP 1 s0lN J U9) 
で示される。
この賃金分配率の規定要因は，次の IR,I, P, l, N, Sa, Swである。各要因
の変動につれて賃金分配率は上昇（低下〉するO





（日 資本家の限界貯蓄性向 Saの上昇（低下〉。ただし， l>swlNのとき上昇
し， Iくs,f
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ω ソロウとスティグリッツは，総需要の増加が貨幣賃金率の上昇分よりも大きく価格



















れる。ところが，ケインズはそのような場合を考えていない（Keynes,J~ M., op. cit., 
pp. 280-281.）。
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